
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

特定韮菫ユ堕重塑豊人旦里L立塁自週 コ囲 EE

1 事業の成果 当研究所は、令和 2年度も豊かな地方自治を実現するために、学習、研究、調査を行っ

たが、コロナ禍の緊急事態宣言により行えなかった期間もあった。そんな状態の中でも憲法連続講座等学

習会、その他の研究会を継続して行い研究の成果を公表した。また月 1回の機関紙 「つうしん」の発行を

行い、研究会の内容等の記録・紹介を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【3032】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事

ヨ
`憫

人数

受益
対象者
範囲

受益
対象
者

人数

事業
費
(千

円)

講座、研究会等
による憲法及

び豊かな地方

自治のあ り方

についての学

習事業

憲法連続講座 として豊かな

地方自治を実現するための

憲法 に関す る基礎的な学

習・研究を行った。緊急事態

宣言下は開催を自粛。初代
理事長である憲法学者の

による講義はコロ

ナ禍のため行えなかった

2020年 6月 ,7月 ,8

月 ,9月 ,11月 ,12

月,2021年 2月 ,3月

の各月 1回

ゆのした市

民交流セン

ター、日野

市勤労・青

年会館

6人 憲法及 び豊 か

な地方 自治 の

あ り方 に関心

の あ る一般 市

民

の ベ

193
人

352

映画をみて語る会として文

化的な活動を通 じてさまざ

まな市民が研究所で交流で

きるようにすることを目的

とした映画鑑賞と鑑賞後の

懇談は、コロナ禍のため活

動を自粛した

3人

憲法及び豊か

な地方 自治の

あ り方につい

ての調査研究

事業

豊かな地方 自

治 を増進す る

ための調査研

究事業

地方 自治の具

体的諸施策 に
ついての調査

研究事業

定例研究会として問題提起

的テーマ、課題別重要な時

事問題を検討 した。緊急事

態宣言が出たため 6月 まで

開催を自粛 した

2020年 7月 ,9月 ,

10月 ,11月 の各月

1回

ゆ の した

市 民 交 流
センター

,

生活・保健
センター

7人 憲法及び豊 か

な地 方 自治 の

あ り方 に関心

のあ る一般 市

民

の ベ

61人

163

教育研究会 として教科書採

択について検討、コロナ禍
の学校現場の実態などにつ

いて調査、検討 した。緊急事

態宣言下は休会した

2020年 6月 ,7月 ,

8月 ,10月 ,11月 ,

12月 ,2021年 1月 ,

2月 ,3月 の各月 1

回 と 8月 の 2回

主 と して

ゆ の した

市 民 交 流
センター

5人 憲法及 び豊 か

な地方 自治 と

教育 に関心 の

ある一般市民

の ベ

55人

20

地域医療研究会 としてコロ

ナと医療について研究、自

治体病院経営改革について

学習を行った

2020年 4月 ,5月 ,6

月 ,7月 ,8月 ,9

月,10月 ,11月 ,12

月,2021年 3月 の

各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
セ ン タ ー

ほか

5人 憲法及 び豊 か

な地方 自治 と

医療 に関心 の

ある一般市民

の ′ヽミ

人45

20



行政、市民等を

対象 に した憲

法及び豊かな

地方 自治のあ

り方について

の提言事業

9条 と基地を考える研究会
として東アジアの平和につ

いて各国の情勢等を研究し
た

2020年 4月 ,6月 ,7

月 ,8月 ,9月 ,10

月,11月 ,12月 ,

2021年 1月 ,2月 、

3月 の各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
セ ン タ ー

お よび W
EB会議

4人 憲法及 び豊 か

な地方 自治 の

あ り方 に関心

の あ る一般 市

民

の ベ

44人

20

都市計画研究会 として北川

原公園裁判や川辺堀之内区

画整理事業組合の問題につ

いて研究 した。緊急事態宣

言下は休会した

2020年 6月 ,7月 ,

9月 ,10月 ,11月 ,12

月,2021`午 2月 ,3月
の各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
センター

3人 憲法及 び豊 か

な地方 自治 と

都 市計画 に関
心 の あ る一般

市民

の ベ

43人

20

原発勉強会 として国や東京

電力に対する訴訟や 日野市

での放射能測定、原発事故

後の福島、原発反対運動、放

射性廃棄物の処分等を研究
した。緊急事態宣言下は休

会した

2020年 7月 ,8月 ,9

月,10月 ,11月 ,12

月,2021年 .1月 ,2

月,3月 の各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
センター

3人 憲法及 び豊 か

な地 方 自治 と

原発 に関心 の

ある一般市民

の ベ

56人

20

学習会「日本史」講座として

ヨ詳説 日本史研究』.の読

解、検討を行った。コロナ禍
のため半分以上休会を余儀
なくされた

2020年 6月 ,7月 ,9

月,2021年 3月 の各

月 1回

ゆのした市

民交流セン

ター

5人 憲法及 び地方

自治 と歴 史 に

関心 の あ る一

般市民

の ′ヽミ

人55

20

「地方自治と財政学習会」

として戦前の内閣制度や地

方制度についての学習を行
った

2020年 4几 6月 ,

8月 ,10月 ,12月 ,

2021年 2月 の各月

1回

ゆ の した

市 民 交 流
センター

3人 憲法及 び地方

自治 と財 政 に

関心 のあ る一

般市民

36人

20

地方 自治に関

する情報等の

収集・保存・提

供事業

豊かな地方 自

治に関す る研

究成果の公開・

出版等の普及

啓発事業

研究所の機関紙「つうしん」

として、憲法講座や定例研

究会、各研究会の活動内容
の記録、会員内外の発言な

どを掲載、発行 した。また電

子メール配信の準備を行っ

た

2020年 4月 ,5月 ,6

月,7月 ,8、月,9月 ,

10月 ,11月 ,12月 ,

2021年 1月 ,2月 ,3

月の各月 1回

ゆ の した

市 民 交 流
センター

6人 会員及 び寄附

者 と講座 参加

者
200～250部 (月

毎)

のベ

2200

人

2101

研究所 15周年記念事業の際
に行われた憲法 トークを基

に発行 したブックレットの

普及を図った

随時 ゆ の した

市 民 交 流
センター

6人 憲法及 び豊 か

な地 方 自治 の

あ り方 に関心

の あ る一般 市

民

の ベ

2人

138

豊かな地方自治に関する研

究成果である叢書の普及を

図った

随時 ゆ の した

市 民 交 流
センター

2人 既発 行分 の購

入者

の ベ

5人
138

(2)その他の事業 なし



書式第 13号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2020年度 活動計算書 (そ の他事業がない場合)

生産2日当i歴動法込L_製堕
=」

国ロヨ菫雌画圧究豆i

賛助会員受取会費
入会金

2,228,500
30,500
8,000

1,626,980

研究会事業収益
情報提供事業収益

101,500
28,626
4,100

雑収入
17

768,558

通勤費
1,536,480

145,771

水道光熱費
減価償却費

旅費交通費
諸謝金
印刷製本費
会場費
地代家賃

普及用書籍
雑費
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法定福利費
通勤費

1,041,120
7,373
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０
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2020年度 貸借対照表
生農担当:壁国墜込_里墜亘虚韮畦湖究所
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現 金 預 金

棚卸資産

|111_ :■ :=1111  12,903,o響 ::::::

2,556,788 1

346,860 1

|

建物

オーディオ

什器・備品

3,003,221

1

1

【A】 資 産 合 計 ①+② 5,906,871

前受金

預 り金

188,500

24,351

323

当 -571 303

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 L-1】 +【 B-2】 5,906,871



8

2020年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

壁」定左ittE鯉通」雌込L_L堕」1董:延]上コ:究i五

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)

によつています。

(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産は期末在庫数量の製本原価を資産計上し、評価方法は個別法としています。

(2)固 定資産の減価償却の方法

定額法

(3)引 当金の計上基準

該当有りません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当有りません。

(5)消 費税等の会計処理

内税処理

2.事 業別損益の状況

事業部門計 合計管理部門科 目
普及啓発

事業
研究会事業

地方自治
学習事業

0

1,626,980

134,226

665,012

2,267,000

103,563

2,267,000

1,626,980

134,226

768,575

702,

4,

情報提供
事業

2,426,218 2,370,563 4,796,781825,800

1,536,

1 771

1,041,

7,

2,577,600

7,373

242,952

153,648

14,577

1,145,674 2,827,925168,225 1,682,251

1,915

886

57,600

14,400

32,748

151,019

2,ⅨЮ

89,096

0

46,995

8,900

0

576,000

14,∞0

327,480

0

1,915

1,967

353,1

４

６

８

２

９６０
知
瑯
２
１
７

田 ]

000

1

129,514

800

280,

2,

89,

353,

46,

8,

1,075,536

1,177,

147,411

66,822

７

４

２

718,

153,

2,

41,

451

６

４

３

５

　

　

７

４

２

２

８

４224,

14,577

225

460

617

403,200

100,800

229,236

102,698

101,500

428,1

107,499 1,349,

031275.724

787 540,

-571.303・  550.076

I 経常収益

1.受取会費
2.受取寄附金

3.事業収益

4.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

法定福利費

通勤費

人件費計
(2)そ の他経費

通信費

旅費交通費

諸謝金

事務用品費

印刷製本費

会場費

支払手数料

地代家賃

水道光熱費

減価償却費

租税公課

普及用書籍

雑費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



内容 金額 算定方法

該当有りません

4

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は5,694,020円 ですが、その うち359,452円 は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約 されていない正味財産は5,334,568円 です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため

に必要な事項

・新型コロナウイルス感染症関連給付金の按分方法

雑収入のうち、758,356円 は新型コロナウイルス感染症関連給付金です。日野市中小企業者家賃支援補助金

(100,000円)。 中小企業庁家賃支援給付金 (399,996円)。 東京都家賃支援給付金 (25,000円 )は、給付目

的と従事割合に基づき、事業費 (地方自治学習事業4:研究会事業4:情報提供事業 2)で、中小企業庁持続

化給付金 (233,360円)は、従事割合に基づき、事業費 6(普及啓発事業 7:地方自治学習事業 1:研究会事

業 1:情 報提供事業 1):管理費4で按分計上しています。

・ 事業費と管理費の按分方法

共通経費 (給料手当 。通勤費・家賃・光熱費・減価償却費)は、従事割合に基づき、事業費6(普及啓発事業

7:地方自治学習事業 1:研究会事業 1:情報提供事業 1):管理費4で按分計上しています。

その他の事業に係る資産の状況

該当有 りません。

７

・

8

期末残高 備 考期首残高 当期増加額 当期減少額内容

359,452 359,452

359,452359,452

9条・基地研現金

合計

期末取得価額 減価償却累計額1期末帳簿価額期首取得価額 取得 減少科 目

8,1188,321

274,320

319,192

l

5,185,1001

274.3191

319,1911

ｏ
０

０
〉

ｎ
ｖ8,188,321

274,320

319,192

8。 781.833 s. zzs. orol 3,003,2238,781,833

有形固定資産

建物

什器・備品

オーディオ

合計

当期借入 当期返済 期末残高科 目 期首残高

600,000600,000

600,000600,000

短期借入金

合計

計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

科 目

8,0001,626,980 606,550

8,0001,626,980 606,550

(活動計算書)

受取寄付金

活動計算書計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2020年度 財産目録
生産担当i雌国墜込_里駐亘匝韮墜測究所

円

目 小   計 合  計

現金預金

手元現金

(指定)9条・基地研現金

ゆうちょ銀行通常貯金

ゆうちょ銀行振込貯金

多摩信用金庫普通預金
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棚卸資産

普及用書籍 346,860

建物

オーディオ

什器・備品

1

1

1

3,003,22

5,906,871【A】 資 産 合 計 ①+②

前受金

会費

預 り金

源泉徴収税

雇用保険料

19,999

4,352

【B-1】 負 債 合 計 212,851

5,694,020【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

188,500



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人日野・市民自治研究所

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

1

⌒

躍|ジ
・監事

タイラ カズモ ト 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日平 和元

2

´ ヽ

∪・監事ヤマモ ト テツコ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日山本 哲子

3

/~ヽ
〔理 朝

_ヽノ
監事

イケダ マサヨシ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年   月   日池田 正好

4

/~＼

健鬱
"監

事
アオヤギ タミエ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日青柳 多美江

5

′
~ヽ

∪ 監事
イチハラ トシヨ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年市原 聡子

6

/~＼

て:ヲ
・監事

コウ ビチン 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日洪 美珍

7
⌒
疑|ジ

・監事
コバヤシ ヤマ ト 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日小林 和

8

/~ヽ

健室片監事
スミダ シゲオ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日隅田 繁雄

Ｑ

υ

/~ヽ

∪・監事
-ffiz= aya+ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年中谷 好幸

10 健勁
ヽノ

監事
ナカノ アキ ト 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日中野 昭人



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 『
:=司

L」

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

11

/~ヽ

疑|ジ
・監事

ハタノ ノリオ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日波多野 憲男

12

/~ヽ

資壁シ監事
<Yt !-Y= 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年松尾 純子

13
饉事卜監事
ヽ_/

ミフ トオル 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日三輪 徹

14

⌒
〔理割・監事
ヽ_/

アルガ セイイチ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日有賀 精一

15

/~ヽ

健ぜナ監事
オガワ ヒロミ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日小川 宏美

16

/~ヽ

リ 監事

サイ トウ ヨシト 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日齋藤 淑人

17

/~ヽ

∪ 顧詈ヨ
フルタ マサシ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日古田 理史

18

/~ヽ

∪ 監事

ヤマシタ タロウ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日山下 太郎

19

/~ヽ

理事・雌′ヲ
キムラ マサミ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年木村 真実

20

/~ヽ理事。リ
=-?Y =ln.l 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日小松 幸平

21

/~ヽ

理事。
雄:ヲ

ナガツカ トモヒロ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年永塚 友啓



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人日野上童民自治亜究所

氏   名 住 所 又 は 居 所

平 和元

2 池田 正好

3 山本 哲子

4 青柳 多美江

5 市原 聡子

6 洪 美珍

7
小林 和

曰 隅田 繁雄

9 中谷 好幸

10 皮多野 憲男

11 三輪 徹

12 松尾 純子


